
 

別 紙  

新 旧 対 照 表 

第１ 「租税特別措置法（山林所得・譲渡所得関係）の取扱いについて（法令解釈通達）」                     （注）アンダ－ラインを付した箇所が改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

 
措置法第３１条《長期譲渡所得の課税の特例》・第３２条 

《短期譲渡所得の課税の特例》共通関係 
 
 

（転用未許可農地） 

31・32共―１の２ 農地法第３条第１項 農地又は採草放牧地の権利移動の制限  若しくは第

５条第１項 農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の制限  の規定による許可を受

けなければならない農地若しくは採草放牧地又は同項第６号の規定による届出をしなけれ

ばならない農地若しくは採草放牧地を取得するための契約を締結した者が当該契約に係る

権利を譲渡した場合には、・・・・・。 

 

 

措置法第３３条の４《収用交換等の場合の譲渡所得等の特

別控除》関係 
 

 

（仲裁の申請等があった場合の留意事項） 

33の４―２ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

⑷ 同法第５条第１項第６号の規定による届出。ただし、同法第18条第１項 農地等の賃貸

借の解約等の制限  の規定による許可を受けた後同法第５条第１項第６号の規定による

届出をする場合には、当該許可の申請 

 

 
措置法第３１条《長期譲渡所得の課税の特例》・第３２条 

《短期譲渡所得の課税の特例》共通関係 
 
 

（転用未許可農地） 

31・32共―１の２ 農地法第３条第１項 農地又は採草放牧地の権利移動の制限  若しくは第

５条第１項 農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の制限  の規定による許可を受

けなければならない農地若しくは採草放牧地又は同項第３号の規定による届出をしなけれ

ばならない農地若しくは採草放牧地を取得するための契約を締結した者が当該契約に係る

権利を譲渡した場合には、・・・・・。 

 

 

措置法第３３条の４《収用交換等の場合の譲渡所得等の特

別控除》関係 
 

 

（仲裁の申請等があった場合の留意事項） 

33の４―２ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

⑶ ・・・・・ 

⑷ 同法第５条第１項第３号の規定による届出。ただし、同法第20条第１項 農地等の賃貸

借の解約等の制限  の規定による許可を受けた後同法第５条第１項第３号の規定による

届出をする場合には、当該許可の申請 
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改     正     後 改     正     前 

 

（「許可を要しないこととなった場合」等の意義） 

33の４―２の２ ・・・・・。 

⑴ 当該許可前に、当該農地等の所在する地域が都市計画法第７条第１項 区域区分  に規

定する市街化区域に該当することとなったことに伴い、農地法第５条第１項第６号の規定

による届出をし、当該届出が受理されたこと 当該受理の日 

⑵ 農地法施行規則第53条第12号 許可の例外  に掲げる都道府県以外の地方公共団体、独

立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、土地開発公社、独立行政法人中小企業基盤

整備機構又は同規則第32条第14号の規定により農林水産大臣が指定する法人（以下この項

において「指定法人」という。）が当該農地等を買い取る場合において、・・・・・ ・

・・・・ 

 

（許可申請の取下げがあった場合） 

33の４―２の３ 農地法第５条第１項の規定による許可の申請をした日後に、当該許可を要し

ないこととなったため又は当該申請に代えて同項第６号の規定による届出をするため、・・

・・・。 

 

 

措置法第３４条の２《特定住宅造成事業等のために土地等

を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除》関係 
 

 

（事業の区域の面積判定） 

34の２－21 措置法規則第17条の２第９項又は第12項に定める事業の区域の面積が1,000m2又

は300m2以上であるかどうかは、例えば、店舗併用住宅などのように同条第９項又は第12項に

規定するものの事業の用に供される部分と当該事業の用以外の用に供される部分とからな

る建物の用に供される土地がある場合には、・・・・・。  

 

 

 

 

 

（「許可を要しないこととなった場合」等の意義） 

33の４―２の２ ・・・・・。 

⑴ 当該許可前に、当該農地等の所在する地域が都市計画法第７条第１項 区域区分  に規

定する市街化区域に該当することとなったことに伴い、農地法第５条第１項第３号の規定

による届出をし、当該届出が受理されたこと 当該受理の日 

⑵ 農地法施行規則第７条第14号 許可の例外  に掲げる都道府県以外の地方公共団体、独

立行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社、土地開発公社、独立行政法人中小企業基盤

整備機構又は同規則第５条第20号の規定により農林水産大臣が指定する法人（以下この項

において「指定法人」という。）が当該農地等を買い取る場合において、・・・・・ ・ 

・・・・・ 

 

（許可申請の取下げがあった場合） 

33の４―２の３ 農地法第５条第１項の規定による許可の申請をした日後に、当該許可を要し

ないこととなったため又は当該申請に代えて同項第３号の規定による届出をするため、・・ 

・・・。 

 

 

措置法第３４条の２《特定住宅造成事業等のために土地等

を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除》関係 
 

 

（事業の区域の面積判定） 

34の２－21 措置法規則第17条の２第９項第１号又は第３号に定める事業の区域の面積が

1,000m2又は500m2以上であるかどうかは、例えば、店舗併用住宅などのように同項第１号又

は第３号に規定するものの事業の用に供される部分と当該事業の用以外の用に供される部

分とからなる建物の用に供される土地がある場合には、・・・・・。  
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改     正     後 改     正     前 

 

措置法第３７条の９の５《平成２１年及び平成２２年に土

地等の先行取得をした場合の譲渡所得の課税の特例》関係 
 

 

（「取得」の範囲） 

37の９の５－１ 措置法第37条の９の５第１項の規定は、平成21年１月１日から平成22年12月

31日までの間(以下37の９の５－５までにおいて「取得期間」という。)に土地等(同項に規

定する土地等をいう。以下37の９の５－24までにおいて同じ。)の取得(同項に規定する取得

をいう。以下37の９の５－23までにおいて同じ。)をした者に限り適用があるのである

が、・・・・・。 

 

 
措置法第３９条《相続財産に係る譲渡所得の課税の特例》

関係 
 

 

（非上場株式等について相続税の納税猶予を受ける場合の相続税額） 

39－７の２ 相続人のうちに措置法第70条の７の２ 非上場株式等についての相続税の納税

猶予  の規定の適用を受ける経営承継相続人等がいる場合には、措置法第39条第１項の規定

により、当該経営承継相続人等が譲渡した資産の取得費に加算すべき金額は、措置法第70条

の７の２第２項第５号又は措置法令第40条の８の２第18項 非上場株式等についての相続

税の納税猶予  に規定する納税猶予分の相続税額を含む相続税額（当該相続税額の計算上相

続税法第19条、第20条 相次相続控除 、第21条の15又は第21条の16の規定の適用がある場

合には、これらの規定により控除される贈与税額又は相次相続控除額を加算した金額）を基

礎として計算することに留意する。 

 

 

 

 

 

措置法第３７条の９の５《平成２１年及び平成２２年に土

地等の先行取得をした場合の譲渡所得の課税の特例》関係 
 

 

（「取得」の範囲） 

37の９の５－１ 措置法第37条の９の５第１項の規定は、平成21年１月１日から平成22年12月

31日までの間(以下37の９の５－５までにおいて「取得期間」という。)に土地(同項に規定

する土地等をいう。以下37の９の５－24までにおいて同じ。)の取得(同項に規定する取得を

いう。以下37の９の５－23までにおいて同じ。)をした者に限り適用があるのであるが、・・ 

・・・。 

 

 
措置法第３９条《相続財産に係る譲渡所得の課税の特例》

関係 
 

 

（新 設） 
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改      正      後 改      正      前 

別表２ 別表２ 

収用証明書の区分一覧表 収用証明書の区分一覧表 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備  考 

     

○52 ・・・・・  ・・・・・ 農林水産大

臣又は当該

資産の所在

する地域を

管轄する地

方農政局長

・・・・・

・・・・・

  

     

 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備  考 

     

○52 ・・・・・  ・・・・・ 当該資産の

所在する地

域を管轄す

る都道府県

知事 

・・・・・

・・・・・

  

     

 

 

別表３ 

 

別表３ 

特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表 特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

     

（廃止）     

     

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

     

３の７ 農地法第75条の８

第１項《買い取るべき旨

の裁定》の裁定により買

い取られる場合 

当該裁定に係る通知

書又はその写し(※) 

都道府県知

事 

措置法34条

２項３号 

措置法規則

17条１項３

号ト 

※ 通知書の写し

は、その土地等

を買い取られ

た者が作成し

て差し支えな

い。 
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改      正      後 改      正      前 

別表４ 別表４ 

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

     

⑬ 商店街の活性化のための

地域住民の需要に応じた

事業活動の促進に関する

法律（以下「商店街活性化

法」という。）第５条第３

項に規定する認定商店街

活性化事業計画に基づく

商店街活性化法第２条第

２項に規定する商店街活

性化事業又は商店街活性

化法第７条第３項に規定

する認定商店街活性化支

援事業計画に基づく商店

街活性化法第２条第３項

に規定する商店街活性化

支援事業でそれぞれ次の

要件を満たすものの用に

供するために特定法人

（※）に買い取られる場合

(ｲ) 商店街活性化法第２条

第２項に規定する商店

街活性化事業 

Ａ  当該事業が都市計

画その他の土地利用

に関する国又は地方

公共団体の計画に適

(ｲ) 買取りをする者が特

定法人に該当する旨を

証する書類及び当該事

業が左欄の(ｲ)又は(ﾛ)

の要件を満たすもので

あることにつき証明し

た書面 

(ﾛ) 当該土地等を当該事

業の用に供するために

買い取ったものである

旨を証する書類 

経済産業大

臣 

 

 

 

 

 

・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

※ 「特定法人」とは、

次に掲げる事業の

区分に応じそれぞ

れ次の法人をいう。

(1) 商店街活性化

法第２条第２項

に規定する商店

街活性化事業 

商店街活性

化法第５条第

３項に規定す

る認定商店街

活性化事業計

画（当該商店街

活性化事業に

係るものに限

る。）に係る同

条第１項に規

定する認定商

店街活性化事

業者である法

人で、中小企業

等協同組合法

第９条の２第

７項に規定す

る特定共済組

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

     

⑬ 中小小売商業振興法第４

条第１項から第３項まで

又は第６項の規定による

認定を受けた高度化事業

計画に基づく同条第７項

第１号に規定する高度化

事業で次の要件を満たす

ものの用に供するために

特定法人（※１）に買い取

られる場合 

(ｲ) 当該事業が都市計画そ

の他の土地利用に関する

国又は地方公共団体の計

画に適合して行われるも

のであること。 

(ﾛ) 当該事業により顧客そ

の他の地域住民の利便の

増進を図るための公共用

施設（休憩所、集会所、

駐車場、アーケードその

他これらに類する施設を

いう。）が設置されるこ

と。 

(ﾊ) 事業の区域として次の

事業の区分に応じそれぞ

れ次に掲げる区域の面積

(ｲ) 買取りをする者が特

定法人に該当する旨を

証する書類及び当該事

業が左欄の(ｲ)から(ﾎ)

までの要件を満たすも

のであることにつき証

明した書面 

(ﾛ) 当該土地等を当該事

業の用（当該事業が商

店街整備計画に基づく

事業である場合には、

当該事業により設置さ

れる公共用施設の用に

限る。）に供するため

に買い取ったものであ

る旨を証する書類 

都道府県知

事 

 

 

 

 

 

・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

※１ 「特定法人」と

は、中小小売商業振

興法第４条第１項

から第３項まで又

は第６項の認定を

受けた法人（共同店

舗等整備計画に基

づく事業にあって

は事業協同組合、事

業協同小組合又は

協業組合に限るも

のとし、商店街整備

等支援計画に基づ

く事業にあっては

次に掲げる法人に

限る。）をいう。 

(1) 地方公共団体

の出資に係る中

小小売商業振興

法第４条第６項

に規定する特定

会社のうち、次

に掲げる要件を

満たすもの 

イ 当該法人の

発行済株式の
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合して行われるもの

であること。 

Ｂ 当該事業により顧

客その他の地域住民

の利便の増進を図る

ための公共用施設

（休憩所、集会場、駐

車場、アーケードその

他これらに類する施

設をいう。以下同じ。）

が設置されること。 

Ｃ 当該事業に係る商

店街活性化法第５条

第３項に規定する認

定商店街活性化事業

計画に基づく商店街

活性化法第２条第２

項に規定する商店街

活性化事業を行う商

店街活性化法第５条

第１項に規定する認

定商店街活性化事業

者である商店街振興

組合等（商店街活性

化法第２条第２項に

規定する商店街振興

組合等をいう。）の組

合員又は所属員で中

小小売商業者等（商

店街活性化法第２条

第１項第３号から第

７号までに掲げる者

をいう。）に該当す

合及び同法第

９条の９第４

項に規定する

特定共済組合

連合会以外の

もの 

(2) 商店街活性

化法第２条第３

項に規定する認

定商店街活性化

支援事業 

商店街活性

化法第７条第

３項に規定す

る認定商店街

活性化支援事

業計画（当該商

店街活性化支

援事業計画に

係るものに限

る。）に係る同

条第１項に規

定する認定商

店街活性化支

援事業者であ

る法人（商店街

活性化法第６

条第１項に規

定する一般社

団法人又は一

般財団法人で

あって、その定

款において、そ
 
 

が1,000㎡（事業が中小

小売商業振興法第４条第

３項の共同店舗等整備計

画に基づく事業又は同条

第６項の商店街整備等支

援計画に基づく事業（当

該共同店舗等整備計画に

基づく事業に類するもの

で一定のもの（※２）に

限る。）である場合には

500㎡）以上であること。

Ａ 商店街整備計画に

基づく事業 当該事

業を行う中小小売商

業振興法第４条第１

項の規定による認定

を受けた商店街振興

組合等の組合員又は

所属員で中小小売商

業者等に該当するも

のの事業の用に供さ

れる店舗その他の施

設（当該商店街整備計

画の区域内に存する

ものに限る。)及び当

該商店街整備計画に

基づく事業により新

たに設置される公共

用施設の用に供され

る土地の区域 

Ｂ 店舗集団化計画に

基づく事業又は共同

店舗等整備計画に基

総数又は出資

金額の３分の

２以上が地方

公共団体又は

独立行政法人

中小企業基盤

整備機構によ

り所有され又

は出資をされ

ていること。 

ロ 当該法人の

株主又は出資

者の３分の２

以上が中小小

売商業者等又

は商店街振興

組合等である

こと。 

ハ その有する

当該法人の株

式の総数又は

出資の金額の

合計額の最も

多い株主等が

地方公共団

体、独立行政

法人中小企業

基盤整備機

構、中小小売

商業者等又は

商店街振興組

合等のいずれ

かであるこ  

―
 
7
 
―



 

 

改      正      後 改      正      前 
  

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

るものの事業の用に

供される店舗その他

の施設（当該認定商

店街活性化事業計画

の区域内に存するも

のに限る。）及び当

該認定商店街活性化

事業計画に基づく当

該商店街活性化事業

により新たに設置さ

れる公共用施設の用

に供される土地の区

域の面積が1,000㎡

以上であること。 

Ｄ 当該事業に係る商

店街活性化法第５条

第３項に規定する認

定商店街活性化事業

計画が経済産業大臣

が財務大臣と協議し

て定める基準に適合

するものであり、当該

認定商店街活性化事

業計画に従って当該

事業が実施されてい

ること。 

Ｅ その他以下に掲げ

る要件 

(A) 当該事業に参加

する者の数が10以

   の法人が解散

した場合にそ

の残余財産が

地方公共団体

又は当該法人

と類似の目的

をもつ他の公

益を目的とす

る事業を行う

法人に帰属す

る旨の定めが

あるもののう

ち、次に掲げる

要件のいずれ

かを満たすの

もに限る。） 

イ その社員

総会におけ

る議決権の

総数の３分

の１を超え

る数が地方

公共団体に

より保有さ

れている公

益社団法人

であること。

ロ その社員

総会におけ

る議決権の

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

づく事業 これらの

事業が施行される土

地の区域 

Ｃ 商店街整備等支援

計画に基づく事業 

当該事業を行う中小

小売商業振興法第４

条第６項の規定によ

る認定を受けた法人

に出資又は拠出をし

ている中小小売商業

者等及び当該法人に

出資又は拠出をして

いる商店街振興組合

等の組合員又は所属

員である中小小売商

業者等の事業の用に

供される店舗その他

の施設（当該商店街整

備等支援計画の区域

内に存するものに限

る。「商店街整備等支

援対象区域内の施設」

という。）並びに当該

商店街整備等支援計

画に基づく事業によ

り新たに設置される

共同店舗その他の施

設及び公共用施設の

用に供される土地の

   と。 

(2) 中小小売商業

振興法第４条第

６項に規定する

一般社団法人等

であって、その

定款において、

その法人が解散

した場合にその

残余財産が地方

公共団体又は当

該法人と類似の

目的をもつ他の

公益を目的とす

る事業を行う法

人に帰属する旨

の定めがあるも

ののうち、次に

掲げる要件のい

ずれかを満たす

もの 

イ その社員総

会における議

決権の総数の

３分の１を超

える数が地方

公共団体によ

り保有されて

いる公益社団

法人であるこ

―
 
8
 
―



 

上であること。 

(B) 当該事業により

新たに設置される

公共用施設及び店

舗その他の施設の

用に供される土地

の面積とこれらの

施設の床面積との

合計面積（これら

の施設の建築面積

を除く。）に占め

る売場面積の割合

が２分の１以下で

あること。 

(C) 当該事業が、独

立行政法人中小企

業基盤整備機構法

第15条第１項第３

号、第４号若しく

は第12号に掲げる

業務（同項第３号

又は第４号に掲げ

る業務にあって

は、同項第３号ロ

又はハに掲げる事

業又は業務に係る

ものに限る。）に

係る資金（同項第

12号に掲げる業務

に係るものにあっ

ては、土地、建物

その他の施設を取

得し、造成し、又

総数の４分

の１以上の

数が一の地

方公共団体

により保有

されている

公益社団法

人であるこ

と。 

ハ その拠出

をされた金

額の３分の

１を超える

金額が地方

公共団体に

より拠出を

されている

公益財団法

人であるこ

と。 

ニ その拠出

をされた金

額の４分の

１以上の金

額が一の地

方公共団体

により拠出

をされてい

る公益財団

法人である

こと。 

 
 

区域 

(ﾆ) 当該事業が独立行政法

人中小企業基盤整備機構

法第15条第１項第３号又

は第４号に掲げる業務

（同項第３号ロ又はハに

掲げる事業又は業務に係

るものに限る。）に係る

資金（「連携集積活性化

事業資金」という。）の

貸付けを受けて行われる

ものであること。 

(ﾎ) その他の要件（※３）

と。 

ロ その社員総

会における議

決権の総数の

４分の１以上

の数が一の地

方公共団体に

より保有され

ている公益社

団法人である

こと。 

ハ その拠出を

された金額の

３分の１を超

える金額が地

方公共団体に

より拠出をさ

れている公益

財団法人であ

ること。 

ニ その拠出を

された金額の

４分の１以上

の金額が一の

地方公共団体

により拠出を

されている公

益財団法人で

あること。 

※２ 共同店舗等整

備計画に基づく事

業に類するもので

一定のものとは、共  

―
 
9
 
―



 

 

改      正      後 改      正      前 
  

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

は整備するのに必

要な資金に限る。）

の貸付け、株式会

社日本政策金融公

庫法第11条第１項

第１号の規定によ

る同法別表第１第

１号若しくは第14

号の下欄に掲げる

資金（土地、建物

その他の施設を取

得し、造成し、又

は整備するのに必

要な資金に限る。）

の貸付け又は国若

しくは地方公共団

体の補助金（土

地、建物その他の

施設を取得し、造

成し、又は整備す

るのに必要な補助

金に限る。）の交

付を受けて行われ

るものであること。

(ﾛ) 商店街活性化法第２条

第３項に規定する商店

街活性化支援事業 

Ａ 当該事業が都市計

画その他の土地利用

に関する国又は地方

    

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

    同店舗とともに公

共用施設を設置す

る事業又は共同店

舗と併設される公

共用施設を設置す

る事業をいう。 

※３ その他の要件

は次のとおりであ

る。 

(1) 商店街整備計

画に基づく事業

又は店舗集団化

計画に基づく事

業にあっては、

これらの事業に

参加する者の数

が10以上である

こと。 

(2) 店舗集団化計

画に基づく事業

若しくは共同店

舗等整備計画に

基づく事業又は

商店街整備等支

援計画に基づく

事業にあって

は、これらの事

業により新たに

設置される公共

用施設及び店舗

―
 
1
0
 
―



 

公共団体の計画に適

合して行われるもの

であること。 

Ｂ 当該事業を行う施

設として研修施設

（講義室を有する施

設で、資料室を備えた

ものをいう。以下同

じ。）で、その建築面

積が150㎡以上である

ものが設置されるこ

と。 

Ｃ 当該事業に係る商

店街活性化法第７条

第３項に規定する認

定商店街活性化支援

事業計画に基づく商

店街活性化法第２条

第３項に規定する商

店街活性化支援事業

を行う施設として新

たに設置される研修

施設の用に供される

土地の区域の面積が

300㎡以上であるこ

と。 

Ｄ 当該事業に係る商

店街活性化法第７条

第３項に規定する認

定商店街活性化支援

事業計画が経済産業

大臣が財務大臣と協

議して定める基準に
 
 

その他の施設の

用に供される土

地の面積とこれ

らの施設の床面

積との合計面積

（これらの施設

の建築面積を除

く。）に占める

売場面積の割合

が２分の１以下

であること。 

(3) 商店街整備等

支援計画に基づ

く事業にあって

は、商店街整備

等支援対象区域

内の施設又は当

該事業により新

たに設置される

店舗その他の施

設をその者の営

む事業の用に供

する者の数が10

（当該事業が共

同店舗等整備計

画に基づく事業

に類するもので

ある場合には、

５）以上である

こと。 

 

 

  

―
 
1
1
 
―



 

 

改      正      後 改      正      前 
  

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

適合するものであ

り、当該認定商店街

活性化支援事業計画

に従って当該事業が

実施されているこ

と。 

Ｅ 当該事業が、独立

行政法人中小企業

基盤整備機構法第

15条第１項第３号、

第４号若しくは第

12号に掲げる業務

（同項第３号又は

第４号に掲げる業

務にあっては、同項

第３号ロ又はハに

掲げる事業又は業

務に係るものに限

る。） に係る資金

（同項第12号に掲

げる業務に係るも

のにあっては、土

地、建物その他の施

設を取得し、造成

し、又は整備するの

に必要な資金に限

る。）の貸付け、株

式会社日本政策金

融公庫法第11条第

１項第１号の規定

    

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

―
 
1
2
 
―



 

による同法別表第

１第１号若しくは

第14号の下欄に掲

げる資金 （土地、

建物その他の施設

を取得し、造成し、

又は整備するのに

必要な資金に限

る。） の貸付け又

は国若しくは地方

公共団体の補助金

（土地、建物その

他の施設を取得し、

造成し、又は整備す

るのに必要な補助

金に限る。） の交

付を受けて行われ

るものであること。

 

13の２ ・・・・・ 

(ｲ)・・・・・。 

(ﾛ)・・・・・。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ) ・・・・・ 

(ﾛ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

※１ ・・・・・。

(1) ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

(2) ・・・・・

イ ・・・・・。

ロ ・・・・・。

ハ ・・・・・。

ニ ・・・・・。

※２ ・・・・・。

※３ ・・・・・。

(1)・・・・・。
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13の２ ・・・・・ 

(ｲ)・・・・・。 

(ﾛ)・・・・・。 

(ﾊ) 当該事業が独立行政法

人中小企業基盤整備機構

法第15条第１項第３号又

は第４号に掲げる業務

（同項第３号ロ又はハに

掲げる事業又は業務に係

るものに限る。）に係る

資金（「連携集積活性化

事業資金」という。）の

貸付けを受けて行われる

(ｲ) ・・・・・ 

(ﾛ) ・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

※１ ・・・・・。 

(1) ・・・・・ 

イ ・・・・・。 

ロ ・・・・・。 

ハ ・・・・・。 

(2) ・・・・・ 

イ ・・・・・。 

ロ ・・・・・。 

ハ ・・・・・。 

ニ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

(1)・・・・・。  

―
 
1
3
 
―



 

 

改      正      後 改      正      前 
  

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 

(ﾊ)・・・・・。 

Ａ ・・・・・ 

 ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

 ・・・・・ 

Ｃ ・・・・・ 

 ・・・・・ 

(ﾆ) 当該事業が独立行

政法人中小企業基盤

整備機構法第15条第

１項第３号又は第４

号に掲げる業務（同項

第３号ロ又はハに掲

げる事業又は業務に

係るものに限る。）に

係る資金（「連携集積

活性化事業資金」とい

う。）の貸付けを受け

て行われるものであ

ること。 

(ﾎ) ・・・・・ 

 

   (2)・・・・・。

(3)・・・・・。

     

 

 

 

 
 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

ものであること。 

(ﾆ)・・・・・。 

Ａ ・・・・・ 

 ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

 ・・・・・ 

Ｃ ・・・・・ 

 ・・・・・ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾎ) ・・・・・  

 

   (2)・・・・・。 

(3)・・・・・。 

     
 

 

―
 
1
4
 
―



 

 

改      正      後 改      正      前 

別表５ 別表５ 

農地保有の合理化等に関する証明書の区分一覧表 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

     

④ 農業経営基盤強化促

進法第８条第１項に規

定する農地保有合理化

法人又は同法第11条の

12《委任の申込みに応

ずる義務》に規定する

農地利用集積円滑化団

体（※）に対し、その

行う同法第４条第２項

第１号又は第３項第１

号ロに掲げる農地売買

等事業のために農地法

第２条第１項《定義》

に規定する農地若しく

は・・・・・ 

(ｲ) ・・・・・ 

(ﾛ) 次に掲げる区分に応

じそれぞれ次に定める

書類 

Ａ ・・・・・ 

(A)・・・・・農地

法第３条第１項

第13号《農地又は

採草放牧地の権

利移動の制限》の

届出・・・・・ 

(B) ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・  

(A) ・・・・・ 

(B) ・・・・・ 

(ﾊ) 当該農地等の買入れ

をする者が農地保有合

理化法人又は農地利用

集積円滑化団体に該当

する旨を証する書

類・・・・・ 

・・・・・ 

  

 

 

 

・・・・・ 

 

 

 

 

 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

都道府県知

事又は市町

村長 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

※ 農地保有合理

化法人又は農地

利用集積円滑化

団体が一般社団

法人又は一般財

団法人である場

合には、・・・

・・。 

  

     

(廃止） 

 

 

    

 
 

農地保有の合理化等に関する証明書の区分一覧表 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

     

④ 農業経営基盤強化促

進法第４条第２項《定

義》に規定する農地保

有合理化法人（※）に

対し、その行う同項第

１号に掲げる農地売買

等事業のために農地法

第２条第１項《定義》

に規定する農地若しく

は・・・・・ 

(ｲ) ・・・・・ 

(ﾛ) ・・・・・ 

 

 

Ａ ・・・・・ 

(A)・・・・・農地

法第３条第１項

第７号の２《農地

又は採草放牧地

の権利移動の制

限》の届出・・・・・

(B) ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

(A) ・・・・・ 

(B) ・・・・・ 

(ﾊ) 当該農地等の買入れ

をする者が農地保有

合理化法人に該当す

る 旨 を 証 す る 書

類・・・・・ 

 

・・・・・ 

  

 

 

 

・・・・・ 

 

 

 

 

 

・・・・・ 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

都道府県知

事 

・・・・・

・・・・・

・・・・・

※ 農地保有合理

化法人が一般社

団法人又は一般

財団法人である

場合には、・・・・・。 

     

⑦ 農業振興地域の整備

に関する法律第８条第

２項第１号に規定する

当該土地等が措置法第

34条の３第２項第３号に

規定する農用地区域内に

市町村長 措置法34条

の３ ２項

３号 

※ 特例の対象と

なる「土地等」は、

農業経営基盤強 
 
 

―
 
1
5
 
―



 

 

改      正      後 改      正      前 
 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

⑦ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

３号 

措置法規則

18条 ４項

７号 

※ ・・・・・。 

⑧ ・・・・・ (ｲ) ・・・・・ 

 

(ﾛ) ・・・・・ 

・・・・・

 

・・・・・

措置法34条

の３ ２項

４号 

措置法規則

18条 ４項

８号 

※ ・・・・・。 

(1) ・・・・・ 

(2) ・・・・・ 

(3) ・・・・・ 

⑨ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

５号 

措置法規則

18条 ４項

９号 

※ ・・・・・。 

 

区  分 内  容 発行者 根拠条項 備    考 

農用地区域内にある土

地等（※）を農業経営

基盤強化促進法第27条

の３第１項に規定する

勧告に係る協議により

同条第２項に規定する

特定農業法人で当該勧

告を行った市町村の長

が同項の規定により当

該協議を行うものとし

て定めたものに譲渡し

た場合 

ある土地等に該当するも

のである旨、当該土地等

につき同号に規定する勧

告をした旨、当該勧告に

係る同号に規定する協議

を行う者として同号の特

定農業法人を定めた旨及

び当該土地等の譲渡が同

号に規定する譲渡に該当

する旨を証する書類 

 措置法規則

18条 ４項

７号 

化促進法第６条

第２項第５号イ

に規定する要活

用農地で同法第

27条の２第１項

の規定による通

知に係るものに

限る。 

⑧ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

４号 

措置法規則

18条 ４項

８号 

※ ・・・・・。 

⑨ ・・・・・ (ｲ) ・・・・・ 

 

(ﾛ) ・・・・・ 

・・・・・

 

・・・・・

措置法34条

の３ ２項

５号 

措置法規則

18条 ４項

９号 

※ ・・・・・。 

(1) ・・・・・ 

(2) ・・・・・ 

(3) ・・・・・ 

 

⑩ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

６号 

措置法規則

18条 ４項

10号 

※ ・・・・・。 
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⑩ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

６号 

措置法規則

18条 ４項

10号 

 

⑪ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

７号 

措置法規則

18条 ４項

11号 

※ ・・・・・、措

置法第34条の３

第２項第７号の

あっせんに係る

山林が、・・・・・。

⑫ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

８号 

措置法規則

18条 ４項

12号 

 

⑬ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

９号 

措置法規則

18条 ４項

13号 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

⑪ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

７号 

措置法規則

18条 ４項

11号 

 

⑫ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

８号 

措置法規則

18条 ４項

12号 

※ ・・・・・、措

置法第34条の３

第２項第８号の

あっせんに係る

山林が、・・・・・。 

⑬ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

９号 

措置法規則

18条 ４項

13号 

 

⑭ ・・・・・  ・・・・・ ・・・・・ 措置法34条

の３ ２項

10号 

措置法規則

18条 ４項

14号 
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新 旧 対 照 表 

第２ 「所得税基本通達の制定について」（法令解釈通達）                                  （注）アンダ－ラインを付した箇所が改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

 
法第３６条《収入金額》共通関係 

 
 

（山林所得又は譲渡所得の総収入金額の収入すべき時期） 

36－12 ・・・・・。ただし、納税者の選択により、当該資産の譲渡に関する契約の効力発生

の日（農地法第３条第１項 農地又は採草放牧地の権利移動の制限  若しくは第５条第１項

本文 農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の制限  の規定による許可（同条第４項

の規定により許可があったものとみなされる協議の成立を含む。以下同じ。）を受けなけれ

ばならない農地若しくは採草放牧地（以下この項においてこれらを「農地等」という。）の

譲渡又は同条第１項第６号の規定による届出をしてする農地等の譲渡については、・・・・

・。 

(注)１ ・・・・・。 

２ ・・・・・。 

 

 

法第５８条《固定資産の交換の場合の譲渡所得の特例》 
関係 

 

 

（交換の対象となる耕作権の範囲） 

58－２の２ ・・・・・これらの権利の移転、これらの権利に係る契約の解約等をする場合に

は農地法第３条第１項 農地又は採草放牧地の権利移動の制限  、第５条第１項 農地又は

採草放牧地の転用のための権利移動の制限  又は第18条第１項 農地又は採草放牧地の賃

貸借の解約等の制限  の規定の適用があるものをいうのであるから留意する。 

(注) ・・・・・。 

 
法第３６条《収入金額》共通関係 

 
 

（山林所得又は譲渡所得の総収入金額の収入すべき時期） 

36－12 ・・・・・。ただし、納税者の選択により、当該資産の譲渡に関する契約の効力発生

の日（農地法第３条第１項 農地又は採草放牧地の権利移動の制限  若しくは第５条第１項

本文 農地又は採草放牧地の転用のための権利移動の制限  の規定による許可を受けなけ

ればならない農地若しくは採草放牧地（以下この項においてこれらを「農地等」という。）

の譲渡又は同項第３号の規定による届出をしてする農地等の譲渡については、・・・・・。 

 

 

(注)１ ・・・・・。 

２ ・・・・・。 

 

 

法第５８条《固定資産の交換の場合の譲渡所得の特例》 
関係 

 

 

（交換の対象となる耕作権の範囲） 

58－２の２ ・・・・・、これらの権利の移転、これらの権利に係る契約の解約等をする場合

には農地法第３条第１項 農地又は採草放牧地の権利移動の制限 、第５条第１項 農地又

は採草放牧地の転用のための権利移動の制限  又は第20条第１項 農地又は採草放牧地の

賃貸借の解約等の制限  の規定の適用があるものをいうのであるから留意する。 

(注) ・・・・・。 
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新 旧 対 照 表 

第３ 「租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取扱いについて（法令解釈通達）」                   （注）アンダ－ラインを付した箇所が改正部分である。 

改     正     後 改     正     前 

 
 

附 則 

 

（経過的取扱い⑴・・・上場株式等を譲渡した場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例に

関する経過措置又は特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等に対する源泉徴収等の

特例に関する経過措置の適用がある場合の取扱い) 

６ １株当たりの取得価額等の計算(37の12－1関係) 

措置法第37条の12第１項の規定の適用を受ける所得に係る１株当たりの取得価額等の

取扱いについては、37の10－１、37の10－２、37の10－５から37の10－28まで並びに上記

１、２及び下記８の取扱いを準用する。 

 

 

 

 

 

 
 

附 則 

 

（経過的取扱い⑴・・・上場株式等を譲渡した場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例に

関する経過措置又は特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等に対する源泉徴収等の

特例に関する経過措置の適用がある場合の取扱い) 

６ １株当たりの取得価額等の計算(37の12－1関係) 

措置法第37条の12第１項の規定の適用を受ける所得に係る１株当たりの取得価額等の

取扱いについては、37の10－１、37の10－２、37の10－５から37の10－28まで及び上記１

から３までの取扱いを準用する。 
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